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要約：

総務省は2011年を「完全デジタル元年」とし、現在、様々な取り組みが行われている。現在、最もブロードバンド政策で重点的に行われているのはインフラストラクチャーの整備である。まだ、ブロードバンド、超高速ブロードバンドの整備が行われていないブロードバンド・ゼロ地域を解消するために政策が行われている。しかし、ブロードバンドが整備されただけでは本当に世の中の便益や生産性などが上昇したと言えるのであろうか。この論文ではブロードバンド・ゼロ地域が解消された先にある問題としてインターネットの利用面に着目して分析を進めて行く。

　第１章では現状分析と問題提起を行う。国際比較をする事で日本の現状を見る。また、今後日本において問題になると考えられる問題を提起する。第２章では先行研究をまとめながら分析の際の土台となる仮説を構築する。仮説から必要な説明変数を判断し、データを編集する。第３章で実際に分析を行う。基本式をもとにいくつかの変数を加えながら分析を進める。第４章ではその結果のまとめと第２章において設けた仮説の検証を行う。第５章では分析結果からのインプリケーションをまとめる。第６章で全体のまとめを行う。

　インターネットは地域の活性化や経済成長への寄与など多くの影響が期待されている現状であり、いくつかの例からもそれは明らかである。この論文の結果が実際の政策に結びつくには多くのステップを踏まなくてはならないが、今後のたたき台となる事を望む。
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１、はじめに
1.1　現状分析と問題提起
　
　日本のブロードバンドの現状を知るため、最初に日本のブロードバンド環境を国際比較してみる。平成２０年３月に総務省が発表した「日本のITCインフラに関する国際比較評価レポート」によると日本の全体的なITCインフラの質に関する国際的な水準は比較評価を行った２５ヶ国中１位と高い水準であることが報告されている。個別項目に注目すると、ブロードバンド料金や光ファイバーの比率、ブロードバンドの速度などの項目では世界でもトップクラスの水準にあり１位となっている一方で、レポートに載っている２３カ国のなかでもブロードバンド普及率(１００人当たりのブロードバンド利用者数)やインターネット普及率（１００人当たりのインターネット利用者）という項目ではそれぞれ１１位、１３位となっており、比較的低水準な状態であることが報告されている。

　普及率に関する項目の指標の評価が国際的に見て相対的に低い原因の仮説としては、

①ブロードバンドカバー率が低く、一国全体で見たときの普及率が低くなる。
（つまり、現状でブロードバンドにアクセス出来る可能性を持つ人々の数が少ない。）
②ブロードバンドカバー率は高いが、何らかの理由で利用されないため普及率が低くなる。
（ブロードバンドにアクセス出来る可能性を持つ人々は十分にいる状態であるが、何らかの理由によりブロードバンドを利用する人々が少ない。）
以上の２つのパターンが考えられよう。日本の現状を見てみると、ADSL,CATVなどのブロードバンドの世帯カバー率は95.8%、超高速ブロードバンド(FTTH)の世帯カバー率は85.3%と高い水準になっている
。この現状のカバー率で前述した①のパターンである、カバー率が低いというケースは考えにくい。従って、②のようなカバー率が高いのだが利用されないようなケースが日本において発生していることが想定される。つまり、日本の現状の低水準な普及率は、ブロードバンドカバー率以外の何らかの理由があって発生していると考えることが自然であり、その原因を特定することが本稿の目的である。

1.2　分析にあたっての留意点

　本稿では都道府県別の統計分析を行う事で県別の普及率に違いをもたらす要因を分析する。この理由として、データの質に関する利点がある。都道府県別の分析を行う場合、日本における住宅情報等の比較的細かい情報を扱うデータが存在するため、実際の政策について論じる場合に、利点があると考えたためである。つまり、県別の分析でインターネット普及に差異をもたらす比較的細かい要因まで特定できれば、普及を促進する政策を行う際に、県別に比較的細かい部分にまで言及できると考えるためである。

また、本稿の目的は、ブロードバンドがカバーしているエリアにいながらブロードバンドを利用しない理由を抽出することである。従って、契約世帯数を実質的にブロードバンドにアクセスする可能性を持つ世帯で割った値を実質普及率として定義し、その県別の実質普及率の差異が県別の如何なる要因によって生じているかを分析した。
　実質普及率は以下のように定義する。
　　　　　　　実質普及率＝契約世帯数
／（カバー率×世帯数）
実質普及率の分母は各時点でその都道府県のなかでブロードバンド、超高速ブロードバンドが使える世帯数を示している。分母の中にカバー率を含める事で、実質的にブロードバンドにアクセス出来る可能性を持つ世帯を算出している。統計分析において実質普及率と述べられている部分は、この処理が加えられている普及率であると解釈されたい。下に2007年度の実質普及率のグラフを添付した。
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1.3 普及率の社会的な影響
　
最後に、普及率が低いという事実は経済的効果も含めて様々な影響を社会に及ぼす事が考えられるということを述べてこの章を終える。
　実質普及率を分析する目的としては、社会的な影響を考えるという目的もある。インターネット網がインフラ面でなく利用面でも発達することで、実質的ユビキタスネットワーク、つまり、ネットワークに国民全体が実際にアクセスしている状態が構築されると考えられる。そのようなユビキタスネットワークの発達が地域経済成長に対してどのような影響を与えているかを検証した結果が平成２０年の総務省「情報通信に関する現状報告」のなかにまとめられている
。そこではユビキタスネットワークの発達が経済成長に対して有意にプラスの影響を与えている事が分かる。つまり、ユビキタスネットワークが発達することで経済が低迷している地域の経済力、または国全体の経済力が回復する可能性がある。また、若年層が少なく、高齢者が多いような地域や離島などの条件不利地域における公共サービスの提供や生活のサポートなどユビキタスネットワークが発達する事で達成できる事は多くある。
　前節でも見たように日本のカバー率は高水準にあり、ユビキタス社会の構築に必要なのは利用面の向上である。その意味で、日本の低普及率を発生させる要因を探る意義が出てくる。加えて原因を明らかにする事で適切な政策を打つ事が可能になる。経済やひいては国民の豊かな暮らしを作るために普及率が低い原因を探る事は重要なのである。

































































































































２、先行研究のレビューと仮説構築

2.1　先行研究レビュー

本稿は、デジタル・ディバイドをテーマとした研究と関連している。この節では、デジタルディバイドをテーマとした先行研究をレビューすることで我々の研究の位置づけを行う。この章ではいくつかの先行研究の内容に触れた後、先行研究で用いられた被説明変数、説明変数を簡単にまとめる。最後にそれらの先行研究を基にして我々がどの様な仮説を設けたかを述べる。

デジタル・ディバイドをテーマとした先行研究は国内、国外に存在している。デジタル・ディバイドをテーマとして実証的分析を試みた日本の先行研究として、今川[2002]を最初に紹介する。この先行研究では、情報通信インフラの整備状況の格差が一国の経済成長に及ぼす影響を国際データに基づき推計している。具体的な推計内容に簡単に触れると、被説明変数として一定期間
の一人当たり実質ＧＤＰの平均成長率を用い、説明変数として初期年における一人当たり実質ＧＤＰの対数値、初期年における教育水準の指数、初期年における情報通信インフラの普及状況の指数、特定地域のダミー変数を用いた重回帰分析を行っている。推計の結果を簡単にまとめると、所得については初期時点の一人当たりＧＤＰはいずれも有意に負となったことが報告されている。教育変数については、初等学校の就学率の係数は70年からの成長率に対しては有意であるが、80.90年からの成長率に関しては有意でない一方で、中等学校の就学率の効果は地域ダミーを入れると消えてしまうものの、80年代及び90年代を成長率に含む式では有意に正であることが報告されている。最後に、情報通信インフラの変数について述べる。テレビ・加入電話の普及率は70年代からの成長率に対しては有意な正の効果があるものの、時代を経るにつれその効果が弱まり有意でなくなり、携帯電話・インターネットの普及に関する変数はいずれも有意に正であるという結果が報告されている。結論として、情報通信インフラの主役が、テレビや加入電話といったアナログ技術から携帯電話・インターネット等のディジタル技術に変化してきており、経済成長に寄与するプラスの効果もアナログからディジタルへバトンタッチしつつあったというインプリケーションを導いている。
Fairlie[2004]では、161カ国の国際データを用いて、国家間で生じるパーソナルコンピュータとインターネット使用の普及度合いの格差の決定要因を統計分析により推計している。被説明変数として100人あたりのパーソナルコンピュータの台数、100人あたりのインターネットユーザー数を用い、説明変数として、経済変数、人口変数、インフラ指標、情報通信価格の指標、そして規制の特性を表現する変数を用いている
。この先行研究では、これらの変数を用いて回帰モデルを推計した後、国家間で生じるパーソナルコンピュータとインターネット使用の普及度合いの格差の決定要因の中でも相対的により重要な決定要因を、推計された回帰モデルを用いて特定することを試みている。結論について簡単に触れておく。一人当たり国民所得はコンピュータとインターネット使用の普及度合いを説明するのに重要な役割を果たすことが報告され、また一方で、アメリカとサハラ以南のアフリカの地域間のパーソナルコンピュータの所持の格差を説明する要因として、情報通信インフラの整備度合いも重要であるとの報告がなされている。また興味深い結果として、情報通信のアクセス料金はインターネットの使用の普及度合いの格差を説明するのに有効ではない結果が出たとの報告がなされている。しかしながら、この結果については価格が重要ではないことを示唆していると解釈すべきでなく、むしろ経済、人口、制度的要因が価格の効果をかき消していることを示唆すると述べている。また、規制の特性がインターネットの使用の普及度合いの格差を説明するのに非常に重要であることが述べられている。

最後に、紹介した先行研究、その他の先行研究で用いられた変数の一覧をこの論文の最後にある付録に添付してこの節を終える。

2.2　仮説構築

デジタル・ディバイドの先行研究を基にして、県別のブロードバンド普及率、県別のＦＴＴＨ普及率に影響を与えると思われる基本要因として、以下のような要素を仮説として設けた。

1、 県別のブロードバンド利用料金

2、 県別の年齢別人口構成

3、 県別の教育水準

4、 県別の所得水準

その他の県別のブロードバンド普及率、県別のＦＴＴＨ普及率に影響を与えると思われる要因として、次のような要素を仮説として設けた。

1、 県別集合住宅の割合

2、 県別の携帯電話普及率

3、 県別のPC普及率
4、 県別の職種別人口割合

仮説検証を行うために用いたデータについての詳細な解説は次の章で行う。

３、分析の概要
３.1　データの説明

　本論文の分析では、平成17年度から平成19年度、計3年分の47都道府県に関するパネルデータを用いている。また、変数の一覧表を付録に掲載しているので参照されたい。

○被説明変数

　被説明変数として用いたのは、ADSL＋CATV及びFTTHそれぞれの普及率、カバー率、実質普及率、計6種類である。普及率については、総務省が四半期ごとに公表している「ブロードバンドサービスの契約数等」の各年度末における契約数を「平成17年度国勢調査」の都道府県別世帯数で除したものを、各方式の普及率として採用した。カバー率については、総務省より提供頂いたデータを利用した。実質普及率は、普及率をカバー率で除した値を用いている。
○説明変数

　まず、後述する基本式において用いられている変数について解説していく。

　利用料金については、黒田[2008]で用いられているデータを利用した。被説明変数がADSL+CATVの場合については、ADSLの利用料金を実質化したものの対数値を説明変数とした。FTTHについては、FTTHの戸建てタイプとマンションタイプのそれぞれの利用料金を後述する集合住宅割合で加重平均したものを実質化し、さらに対数値をとったものを説明変数とした。
所得水準については、「平成17年度県民経済計算」から都道府県別GDPを「平成17年度国勢調査」の都道府県別世帯数で除したものを採用した。所得水準に関する統計データとしては、総務省が公表している「家計調査」が存在するが、各都道府県のサンプル数が少なく、また追跡調査ではないため、データにバイアスがかかっていると考えられる。そこで、上述変数を所得水準の変数とみなすことは三面等価を前提とすれば妥当であろうと考えられる。

　集合住宅割合については、「平成15年・土地統計調査」より共同住宅と長屋建ての割合を採用した。トレンド変数は、平成17年度を0、平成18年度を1、平成19年度を2とした変数である。

　次に人口構成についてであるが、総務省の「人口推計」及び「平成17年度国勢調査」より、年齢別人口比率を算出した。分析には、若年者人口比率(15歳未満)、生産年齢人口比率(15歳以上65歳未満) 、高齢者人口比率(65歳以上) の三区分の変数を用いた。しかしながら、3種類の変数を同時に回帰すると多重線形性の問題を引き起こすため、実際に用いた変数は、生産年齢人口比率と高齢者人口比率の二つである。

　教育水準については、総務省の「平成19年度就業構造基本調査」より「各県の15才以上の人口に占める短大以上の卒業者、在学者の割合」を採用した。

　パソコンについては、総務省の「平成16年消費実態調査」より平成16年度時点のパソコンの普及率を採用した。携帯電話については、電気通信事業者協会の「テレコムデータブック2007」より、平成17年度の都道府県別携帯電話契約数を「平成17年度国勢調査」の世帯数で割ったものを携帯電話普及率として採用した。
　職業別労働者数については、厚生労働省「毎月勤労統計調査地方調査」年次データから引用した。平成19年度分についてはまだ公表されていなかったため、平成17年度のデータのみをクロスセクションデータとして用いている。
　

３.2　分析の手法およびモデル

　上述のように、統計データの都合上パネルデータとして揃えることが不可能な変数が存在している。そのため、本分析ではパネルデータではなくプールデータとして重回帰分析を行うことにする。分析の手順としては、下記のような基本モデルを設定した。
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　この基本モデルを元にして、必要な変数を加えていくという形をとった。

４、分析結果および仮説の検証

４.1　統計分析の結果

　分析の全結果を付録に添付した。次節において、統計分析の結果を基に仮説の検証を行っていく。
４.2　仮説の検証

　

　基本要因に関する仮説の検証を最初に行う。まず価格についてみていく。DSL＋CATVについては有意な結果が得られず、FTTHについてはプラスで有意な結果が得られた。これは、価格が安いほど普及が進むという直観的な仮説に反する。この点については次節で検証を行いたい。

　次に人口構成についてみていく。人口構成については仮説通りの結果が得られている。65歳以上の高齢者人口比率はマイナスで有意になっており、一方15歳から64歳の生産人口比率はプラスで有意になっている。生産人口比率を15歳から39歳、及び40歳から64歳に二等分して回帰分析を行うと、前者の比率の影響のほうが大きいこともわかった。

　教育についても仮説通りの結果が得られている。各県の短大以上卒業者比率が高いほどブロードバンドの普及に正の影響を与えている。

　最後に所得についてみる。これも仮説通りの結果が得られ、所得水準の高さが普及に正の影響を与えている。この結果は、所得水準の格差によるデジタルデバイドが発生していることを示唆していると解釈できるであろう。

　次にその他要因に関する仮説の検証を行う。パソコンの普及率はプラスに有意な結果が得られた。インターネットを利用するにはパソコンが存在しないといけないため、至極当然な結果であると言えるであろう。

一方、携帯電話の普及率については有意な結果が得られなかった。集合住宅割合については、FTTHについては有意にプラスな結果が得られたが、DSL+CATVについては、安定した結果を得ることができなかった。
最後に、職業別労働者割合について報告する。仮説に反し、情報通信業従事者、金融・保険業従事者については有意な結果が得られず、製造業従事者比率のみが有意にプラスな結果が得られた。
５、インプリケーション

　

最初に価格について考察する。ADSL+CATVに関しては、Fairlie[2004]で言及されていたように、他の要因で価格の影響がかき消された可能性が考えられる。
　一方FTTHに関しては、やはり不可解な結果であるといえる。FTTHの実質普及率とFTTHの実質価格の対数値の相関をみると、負の相関ではあるが有意ではない結果となる。この部分については、統計分析上の問題ではないかと考えられる。また、下表は、2007年度のADSL実質価格及びFTTH実質価格についてグラフ化したものである。
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　図をみると、ADSL･FTTHについては県ごとで大きく差はみられない。従って、価格が県ごとの普及率の差を説明することは難しいであろうと考えられる。この点について解釈してみる。ADSLおよびFTTHのアクセス料金部分については主にNTTが供給しているが、NTTには料金規制がかかっており、県ごとに大きな差は存在しない。また、プロバイダー料金部分についても、全国規模で展開するプロバイダーが複数存在しており、競争が働いているため、どのエリアにおいてもほぼ同額で接続が使えるのではないかと考えられる。一方、CATVは地域限定でサービスを展開しているため、地域ごとの差が存在する。しかしながら、BBインターネットにおけるCATVの割合は小さいため、CATVの価格差がBB全体の普及率差を説明するのにはいたらなかったのであろうと考えられる。
次に人口構成についてだが、生産年齢人口の中でも比較的若い層の普及率への貢献が大きいことはこの年齢層の受けてきた教育、または環境が大きいのではないかと考えられる。1995年にWindows95が発売されてからインターネットが普及した事を考えるとそれ以降に高等教育を受けた者の方が親しみやすかったのではないかと考えることは自然であろう。また、一般的に若い層は適応力があると考えられている。これをサポートする分析は今回行っていないがこの社会通念を採用するのなら、1995年当時に若かったものの方がその後の環境の変化にもスムーズに対応出来たのではないか。
　高齢者の比率が高いと普及率が低い理由としては高齢者の方々にとって今のPC環境が使いにくいものである可能性や金銭的な余裕などが考えられる。しかし、逆にこれらの課題を解決することが出来れば普及率は上昇することが考えられる。PC環境を改善する事で高齢者が使えるようになり、地域の活性化に一役買った例として徳島県上勝町の例が挙げられる。上勝町では高齢者を中心に「いろどり」という事業が行われており、この事業の運営に独自に開発されマウストラックやキーボードが用いられている。このようなPC環境の改善は事業だけにとどまらず、日常生活でも使えるようにする事でブログなどを通じた情報発信やそれに伴う地域の活性化などが期待出来る。このような高齢者の利用面に着目した政策提言が今度望まれる。
　教育が有意にプラスに効いている原因としてはやはり大学等の高等教育においてレポート課題などでPCやインターネットに触れる機会が豊富であるため、インターネットの利便性、必要性を感じて加入、利用することが多いと考えられる。少子高齢化で全入時代とよばれているが、まだまだ全ての人が大学教育を受けられるわけではない。よって、大学以前の初等、中等教育でのインターネット利用を含めた情報教育が重要になる。そうする事で大学に行かないと気づかなかったインターネットの利便性や必要性を感じ、多くのひとが使えるようになる事で社会全体の情報通信の水準のボトムアップにつながると考えられる。
　所得についての分析から超高速ブロードバンドがまだまだ高級品であることの可能性が考えられる。所得の差が質の高いインターネット環境を利用するための障害になっている可能性が高い。今後インターネットを利用したサービスの普及やインターネット利用による生産性の向上などが期待される中、所得格差によるインターネットの利用が更なる所得格差を生む可能性がある。この悪循環を断ち切る様な政策も提案していかなくてはならない。
　最後にその他の仮説の検証の結果を解釈してこの章を終える。最初に携帯電話の結果について解釈する。携帯電話と固定インターネットには、補完性と代替性の2パターンの関係があると考えられる。前者のほうは、FMCのような携帯電話とパソコンインターネットの融合サービスによって、片方の利用がもう一方の利用を促進するというものである。一方後者は、携帯電話によって、インターネット機能を代替できるというものである。日本の携帯電話は非常に高機能化が進んでおり、パソコンでのインターネット利用よりも携帯電話でのインターネット利用をする人も増えているのではないかと考えられる。今回の結果では、いずれかを支持する結果が得られなかったため、この点については今後さらなる研究が求められることを期待する。

集合集宅の結果について解釈するとすれば2通り考えられる。一つ目は、集合住宅割合が高い地域であるほど都市化が進んでおりインターネット利用に積極的であるということである。もう一つは、FTTHは戸建てタイプと集合住宅タイプで利用料金が大きく異なってくるため、集合住宅が多い地域ほどFTTHは普及しやすいというものである。FTTHに対してのみ有意な結果が得られているため、後者の解釈が有力ではないかと考えられる。
６、おわりに
６.1　分析のまとめと今後の課題
　最初に本稿で得られた結果をまとめ、本稿の研究テーマに関する課題を二点述べる。統計分析により得られた結果は、先行研究で得られたものとほぼ同様であった。また、価格の結果に関してはFairlie[2004]でも述べられたように、経済、人口、制度的要因が価格の効果をかき消していることを示唆している可能性もあるが、この点に関しては今後の研究課題となる。
　また、6章でブロードバンド普及のための政策的な案を若干検討したが、それを実行する際には、インターネットの普及がどの程度の便益をもたらし、同時に費用がかかるかについての分析が欠かせない。もちろんその際には、社会的な観点つまり公平性などの観点からの分析も必要となる。 
最後に、本稿での分析手法に関する課題として、三つを挙げたい。

一つ目が、モデルの構築である。今回の実証分析は、理論的な背景を捨象した単純な重回帰分析である。人々のインターネット利用の意思決定を分析出来るようなモデルを構築し、それをもとに実証分析をすることでより精緻な分析が出来るようになると考えられる。

二点目がデータの問題である。被説明変数についてはパネルデータで用意することができたが、説明変数は一時点のデータでしか調達できないものが多く、結果としてプールデータとしての分析となってしまった。必要なデータをパネルデータで揃えるようにすることを課題としたい。
三点目が実証分析の精緻化である。二点目で述べたパネルデータ分析についてもそうであるし、また、説明変数の内生性についてあまり考慮できていない点も問題である。この点を詰めていくことで、また新たな結果が得られる可能性もある。
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7、付録
１、先行研究において用いられた説明変数と被説明変数の一覧
	
	被説明変数
	説明変数

	Casseli 
and ColemanⅡ(2001)
	労働者一人当たりコンピュータ機器の輸入数
１：フルサンプル
２：輸出している国は除外
３：adoption = production + imports - exports
	・労働者一人当たり所得(対数値)
・労働者一人当たり投資額(対数値)
・GDPの農業生産のシェア
・GDPの製造業シェア
・GDPの政府支出シェア
・知的財産権に関する指数
・英語を話す人口
・人的資本(15歳以上の労働人口で初等教育を受けている比率
・初等教育のみを受けている比率
・中等教育までを受けている比率
・高等教育を受けている比率
・地域ダミー
・貿易の開放性(製造業・被製造業についての輸入額・輸出額)

	Chinn 
and Fairlie(2004)
	・人口100人当たりのPC数
・人口100人当たりのインターネット利用者数
	・一人当たりGNI
・学校教育年数
・0歳から14歳の人口比率･･･若年人口比率
・65歳以上人口比率･･･高齢人口比率
・インフラ変数
・電力消費量
・100人当たりの電話回線、一月の電話基本料金、3分間の電話料金
・法整備
・規制の強さ
・貿易額･･･貿易の開放性を示す

	Kiiski 
and Pohjola(2002)
	ホスト数の増加(2000-1995)
	・固定的なホスト、所得水準、インターネットアクセスにかかるコスト、
可能性のあるその他の変数、
（推計別に加えられている変数）
・平均学校教育年数、英語の習熟度、北半球国ダミー、南半球国ダミー

	同上論文
	インターネット価格
	・GDP当たりの通信投資の割合
・GDP当たりの通信収入の割合、
・GDP／資本
・ジニ係数

	今川(2002)
	一人当たり実質ＧＤＰの平均成長率
	・一人当たり実質ＧＤＰの対数値
・初等学校の就学率
・中等学校の就学率
・テレビの普及率　
・加入電話の普及率
・携帯電話の普及率
・パソコンの普及率
・インターネット加入の普及率
・インターネットホスト数の普及率
・地域ダミー変数


２、使用した変数一覧
	変数名
	概要
	単位
	データの種類

	dkeiyaku
	ADSL及びCATVの契約率
	パーセント
	パネルデータ

	cover
	ブロードバンドカバー率
	パーセント
	パネルデータ

	duse
	ADSLとCATVの実質普及率
	パーセント
	パネルデータ

	fkeiyaku
	FTTH契約率
	パーセント
	パネルデータ

	fcover
	超高速ブロードバンド(FTTH)カバー率
	パーセント
	パネルデータ

	fuse
	FTTH実質普及率
	パーセント
	パネルデータ

	lrfprice
	FTTH価格をCPIで実質化したものの対数値
	水準
	パネルデータ

	lrdprice
	ADSLの価格をCPIで実質化したものの対数値
	水準
	パネルデータ

	lsgdp05
	一世帯当たりGDPの対数
	水準
	平成17年度の横断面データ

	shugo
	集合住宅の割合
	パーセント
	平成17年度の横断面データ

	trend
	2005年を0、2006年を1、2007年を2とした変数
	離散変数
	時系列データ

	work
	15歳から64歳人口比率
	パーセント
	パネルデータ

	old
	65歳以上人口比率
	パーセント
	パネルデータ

	gakureki
	短大以上卒業者の県内在住割合
	パーセント
	平成17年度の横断面データ

	keitai
	携帯電話の普及率
	パーセント
	平成17年度の横断面データ

	PC
	パソコンの普及率
	パーセント
	平成16年度の横断面データ

	midwork
	15歳から39歳人口比率
	パーセント
	パネルデータ

	oldwork
	40歳から64歳人口比率
	パーセント
	パネルデータ

	fwork
	製造業従事者割合
	パーセント
	平成17年度の横断面データ

	hwork
	情報通信業従事者割合
	パーセント
	平成17年度の横断面データ

	jwork
	卸売・小売業従事者割合
	パーセント
	平成17年度の横断面データ

	kwork
	金融・保険業従事者割合
	パーセント
	平成17年度の横断面データ

	nwork
	医療，福祉従事者割合
	パーセント
	平成17年度の横断面データ

	owork
	教育，学習支援業従事者割合
	パーセント
	平成17年度の横断面データ

	qwork
	サービス業従事者割合
	パーセント
	平成17年度の横断面データ


３、回帰分析の結果表一覧

表1：DSL＋CATVの契約率

	　
	(1)
	(2)
	(3)
	(4)
	(5)
	(6)
	(7)

	　
	dkeiyaku
	dkeiyaku
	dkeiyaku
	dkeiyaku
	dkeiyaku
	dkeiyaku
	dkeiyaku

	lrdprice
	3.176
	18.487
	17.682
	27.631
	31.950
	32.093
	35.145

	　
	(0.15)
	(0.97)
	(0.97)
	(1.54)
	(1.94)
	(2.01)*
	(2.27)*

	shugo
	2.418
	-16.338
	-22.854
	-23.305
	-33.966
	-3.062
	-11.380

	　
	(0.63)
	(3.59)**
	(4.91)**
	(5.15)**
	(7.42)**
	(0.58)
	(1.76)

	trend
	-0.646
	0.230
	0.037
	-0.524
	-0.023
	-0.502
	-0.111

	　
	(1.17)
	(0.45)
	(0.08)
	(1.15)
	(0.05)
	(1.25)
	(0.27)

	lsgdp05
	16.701
	15.347
	11.897
	11.199
	9.703
	1.315
	3.312

	　
	(6.48)**
	(6.69)**
	(5.04)**
	(5.00)**
	(4.52)**
	(0.48)
	(1.09)

	old
	　
	-1.245
	0.200
	　
	-0.094
	　
	-0.585

	　
	　
	(6.20)**
	(0.47)
	　
	(0.25)
	　
	(3.30)**

	work
	　
	　
	1.997
	　
	1.132
	　
	　

	　
	　
	　
	(3.83)**
	　
	(2.31)*
	　
	　

	PC
	　
	　
	　
	　
	　
	0.572
	0.483

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(8.38)**
	(5.07)**

	keitai
	　
	　
	　
	　
	　
	0.132
	0.085

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(1.15)
	(0.69)

	gakureki
	　
	　
	　
	0.809
	0.596
	　
	0.044

	　
	　
	　
	　
	(7.98)**
	(5.85)**
	　
	(0.27)

	Constant
	-246.504
	-316.162
	-414.513
	-369.725
	-444.036
	-291.259
	-322.645

	　
	(1.41)
	(2.03)*
	(2.76)**
	(2.54)*
	(3.30)**
	(2.28)*
	(2.58)*

	Observations
	141
	141
	141
	141
	141
	141
	141

	R-squared
	0.26
	0.42
	0.48
	0.50
	0.59
	0.61
	0.64

	Absolute value of t statistics in parentheses

	* significant at 5%; ** significant at 1%


表２：DSL＋CATVのカバー率

	　
	(1)
	(2)
	(3)
	(4)
	(5)
	(6)
	(7)

	　
	cover
	cover
	cover
	cover
	cover
	cover
	cover

	lrdprice
	-9.816
	2.005
	1.766
	3.074
	8.606
	9.551
	12.955

	　
	(0.72)
	(0.18)
	(0.16)
	(0.25)
	(0.81)
	(0.85)
	(1.27)

	shugo
	13.947
	-0.534
	-2.474
	0.389
	-7.801
	3.010
	-5.442

	　
	(5.73)**
	(0.20)
	(0.87)
	(0.13)
	(2.65)**
	(0.81)
	(1.28)

	trend
	2.788
	3.465
	3.407
	2.852
	3.378
	2.885
	3.333

	　
	(7.96)**
	(11.55)**
	(11.40)**
	(9.19)**
	(12.03)**
	(10.13)**
	(12.44)**

	lsgdp05
	6.627
	5.582
	4.555
	3.727
	3.503
	-3.873
	-2.073

	　
	(4.05)**
	(4.13)**
	(3.14)**
	(2.45)*
	(2.53)*
	(2.01)*
	(1.04)

	old
	　
	-0.961
	-0.531
	　
	-0.672
	　
	-0.671

	　
	　
	(8.11)**
	(2.05)*
	　
	(2.73)**
	　
	(5.75)**

	work
	　
	　
	0.594
	　
	0.180
	　
	　

	　
	　
	　
	(1.86)
	　
	(0.57)
	　
	　

	PC
	　
	　
	　
	　
	　
	0.214
	0.136

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(4.44)**
	(2.16)*

	keitai
	　
	　
	　
	　
	　
	0.278
	0.243

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(3.41)**
	(2.98)**

	gakureki
	　
	　
	　
	0.427
	0.286
	　
	-0.007

	　
	　
	　
	　
	(6.18)**
	(4.35)**
	　
	(0.07)

	Constant
	65.124
	11.342
	-17.929
	0.176
	-32.084
	39.099
	9.505

	　
	(0.59)
	(0.12)
	(0.19)
	(0.00)
	(0.37)
	(0.43)
	(0.12)

	Observations
	141
	141
	141
	141
	141
	141
	141

	R-squared
	0.49
	0.66
	0.67
	0.60
	0.71
	0.67
	0.74

	Absolute value of t statistics in parentheses

	* significant at 5%; ** significant at 1%


表３：DSL＋CATVの実質普及率

	　
	(1)
	(2)
	(3)
	(4)
	(5)
	(6)
	(7)

	　
	duse
	duse
	duse
	duse
	duse
	duse
	duse

	lrdprice
	7.926
	20.086
	19.334
	29.211
	31.992
	31.888
	33.908

	　
	(0.40)
	(1.10)
	(1.11)
	(1.71)
	(1.98)*
	(2.08)*
	(2.23)*

	shugo
	-2.737
	-17.634
	-23.718
	-25.126
	-33.575
	-4.772
	-10.267

	　
	(0.77)
	(4.04)**
	(5.29)**
	(5.84)**
	(7.47)**
	(0.94)
	(1.61)

	trend
	-1.665
	-0.969
	-1.149
	-1.559
	-1.203
	-1.546
	-1.287

	　
	(3.26)**
	(1.99)*
	(2.45)*
	(3.59)**
	(2.81)**
	(3.99)**
	(3.21)**

	lsgdp05
	15.331
	14.255
	11.035
	10.542
	9.088
	2.648
	3.964

	　
	(6.42)**
	(6.47)**
	(4.85)**
	(4.94)**
	(4.31)**
	(1.01)
	(1.33)

	old
	　
	-0.989
	0.360
	　
	0.099
	　
	-0.388

	　
	　
	(5.13)**
	(0.88)
	　
	(0.26)
	　
	(2.22)*

	work
	　
	　
	1.864
	　
	1.097
	　
	　

	　
	　
	　
	(3.72)**
	　
	(2.28)*
	　
	　

	PC
	　
	　
	　
	　
	　
	0.532
	0.474

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(8.09)**
	(5.05)**

	keitai
	　
	　
	　
	　
	　
	0.044
	0.013

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(0.40)
	(0.11)

	gakureki
	　
	　
	　
	0.704
	0.528
	　
	0.028

	　
	　
	　
	　
	(7.30)**
	(5.28)**
	　
	(0.18)

	Constant
	-259.254
	-314.580
	-406.400
	-366.506
	-432.591
	-297.704
	-318.406

	　
	(1.60)
	(2.11)*
	(2.81)**
	(2.64)**
	(3.27)**
	(2.42)*
	(2.58)*

	Observations
	141
	141
	141
	141
	141
	141
	141

	R-squared
	0.28
	0.40
	0.46
	0.49
	0.55
	0.59
	0.61

	Absolute value of t statistics in parentheses

	* significant at 5%; ** significant at 1%


表４：FTTHの契約率

	　
	(1)
	(2)
	(3)
	(4)
	(5)
	(6)
	(7)

	　
	fkeiyaku
	fkeiyaku
	fkeiyaku
	fkeiyaku
	fkeiyaku
	fkeiyaku
	fkeiyaku

	lrfprice
	18.647
	18.144
	17.792
	14.472
	15.320
	15.122
	14.826

	　
	(9.56)**
	(9.93)**
	(10.44)**
	(7.68)**
	(8.69)**
	(8.70)**
	(8.28)**

	shugo
	37.973
	30.409
	26.168
	24.846
	20.678
	36.034
	30.845

	　
	(18.11)**
	(11.80)**
	(10.18)**
	(8.53)**
	(7.19)**
	(11.28)**
	(7.56)**

	trend
	6.087
	6.386
	6.264
	6.023
	6.176
	6.033
	6.178

	　
	(22.39)**
	(24.31)**
	(25.44)**
	(24.72)**
	(26.09)**
	(25.93)**
	(25.76)**

	lsgdp05
	10.703
	10.143
	7.941
	7.850
	6.782
	4.908
	6.459

	　
	(8.15)**
	(8.22)**
	(6.38)**
	(6.18)**
	(5.51)**
	(3.01)**
	(3.57)**

	old
	　
	-0.476
	0.422
	　
	0.326
	　
	-0.233

	　
	　
	(4.53)**
	(1.94)
	　
	(1.55)
	　
	(2.20)*

	work
	　
	　
	1.245
	　
	0.943
	　
	　

	　
	　
	　
	(4.63)**
	　
	(3.49)**
	　
	　

	PC
	　
	　
	　
	　
	　
	0.245
	0.175

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(5.98)**
	(3.07)**

	keitai
	　
	　
	　
	　
	　
	-0.003
	-0.053

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(0.04)
	(0.72)

	gakureki
	　
	　
	　
	0.343
	0.221
	　
	0.109

	　
	　
	　
	　
	(5.89)**
	(3.68)**
	　
	(1.10)

	Constant
	-326.249
	-300.600
	-362.055
	-250.582
	-305.018
	-223.671
	-232.353

	　
	(11.42)**
	(11.00)**
	(12.61)**
	(8.75)**
	(9.67)**
	(7.34)**
	(7.65)**

	Observations
	141
	141
	141
	141
	141
	141
	141

	R-squared
	0.87
	0.88
	0.90
	0.89
	0.91
	0.90
	0.91

	Absolute value of t statistics in parentheses

	* significant at 5%; ** significant at 1%


表５：FTTHのカバー率

	　
	(1)
	(2)
	(3)
	(4)
	(5)
	(6)
	(7)

	　
	fcover
	fcover
	fcover
	fcover
	fcover
	fcover
	fcover

	lrfprice
	41.832
	40.266
	39.693
	33.501
	35.717
	33.340
	35.164

	　
	(7.72)**
	(8.09)**
	(8.14)**
	(6.03)**
	(6.84)**
	(6.59)**
	(6.87)**

	shugo
	102.146
	78.619
	71.711
	75.950
	62.880
	98.673
	90.457

	　
	(17.53)**
	(11.20)**
	(9.75)**
	(8.85)**
	(7.39)**
	(10.62)**
	(7.75)**

	trend
	4.284
	5.212
	5.013
	4.155
	4.871
	4.152
	4.785

	　
	(5.67)**
	(7.28)**
	(7.11)**
	(5.79)**
	(6.95)**
	(6.14)**
	(6.97)**

	lsgdp05
	10.811
	9.067
	5.481
	5.117
	3.616
	-2.771
	-0.807

	　
	(2.96)**
	(2.70)**
	(1.54)
	(1.37)
	(0.99)
	(0.58)
	(0.16)

	old
	　
	-1.481
	-0.018
	　
	-0.173
	　
	-0.940

	　
	　
	(5.17)**
	(0.03)
	　
	(0.28)
	　
	(3.10)**

	work
	　
	　
	2.027
	　
	1.542
	　
	　

	　
	　
	　
	(2.63)**
	　
	(1.93)
	　
	　

	PC
	　
	　
	　
	　
	　
	0.602
	0.535

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(5.05)**
	(3.29)**

	keitai
	　
	　
	　
	　
	　
	-0.037
	-0.050

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(0.19)
	(0.24)

	gakureki
	　
	　
	　
	0.685
	0.355
	　
	-0.148

	　
	　
	　
	　
	(3.99)**
	(2.00)*
	　
	(0.52)

	Constant
	-484.282
	-404.503
	-504.607
	-333.282
	-412.872
	-242.042
	-255.766

	　
	(6.10)**
	(5.43)**
	(6.14)**
	(3.95)**
	(4.42)**
	(2.73)**
	(2.94)**

	Observations
	141
	141
	141
	141
	141
	141
	141

	R-squared
	0.72
	0.77
	0.78
	0.75
	0.79
	0.78
	0.80

	Absolute value of t statistics in parentheses

	* significant at 5%; ** significant at 1%


表６：FTTHの実質普及率

	　
	(1)
	(2)
	(3)
	(4)
	(5)
	(6)
	(7)

	　
	fuse
	fuse
	fuse
	fuse
	fuse
	fuse
	fuse

	lrfprice
	12.718
	12.407
	12.112
	9.089
	9.630
	9.983
	9.194

	　
	(6.88)**
	(6.87)**
	(7.04)**
	(4.99)**
	(5.40)**
	(5.71)**
	(5.06)**

	shugo
	22.914
	18.247
	14.689
	11.504
	9.175
	20.964
	16.041

	　
	(11.53)**
	(7.17)**
	(5.66)**
	(4.09)**
	(3.16)**
	(6.52)**
	(3.88)**

	trend
	7.075
	7.259
	7.157
	7.019
	7.068
	7.033
	7.081

	　
	(27.46)**
	(27.97)**
	(28.78)**
	(29.80)**
	(29.55)**
	(30.03)**
	(29.10)**

	lsgdp05
	9.897
	9.551
	7.704
	7.417
	6.540
	5.261
	6.843

	　
	(7.96)**
	(7.83)**
	(6.13)**
	(6.04)**
	(5.26)**
	(3.21)**
	(3.73)**

	old
	　
	-0.294
	0.460
	　
	0.363
	　
	-0.094

	　
	　
	(2.83)**
	(2.09)*
	　
	(1.71)
	　
	(0.88)

	work
	　
	　
	1.044
	　
	0.741
	　
	　

	　
	　
	　
	(3.84)**
	　
	(2.72)**
	　
	　

	PC
	　
	　
	　
	　
	　
	0.186
	0.109

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(4.50)**
	(1.89)

	keitai
	　
	　
	　
	　
	　
	0.009
	-0.053

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(0.14)
	(0.71)

	gakureki
	　
	　
	　
	0.298
	0.222
	　
	0.175

	　
	　
	　
	　
	(5.30)**
	(3.65)**
	　
	(1.74)

	Constant
	-255.391
	-239.567
	-291.128
	-189.625
	-233.852
	-174.026
	-182.268

	　
	(9.43)**
	(8.88)**
	(10.04)**
	(6.85)**
	(7.34)**
	(5.67)**
	(5.92)**

	Observations
	141
	141
	141
	141
	141
	141
	141

	R-squared
	0.87
	0.88
	0.89
	0.89
	0.90
	0.90
	0.90

	Absolute value of t statistics in parentheses

	* significant at 5%; ** significant at 1%


表７：人口区分を15歳～39歳及び40歳～64歳に分けた場合

	　
	(1)
	(2)
	(3)
	(4)

	　
	duse
	duse
	fuse
	fuse

	lrdprice
	18.933
	20.753
	11.720
	11.743

	　
	(1.06)
	(1.18)
	(6.78)**
	(6.76)**

	shugo
	-25.166
	-24.405
	12.412
	12.461

	　
	(4.95)**
	(4.90)**
	(4.31)**
	(4.30)**

	trend
	-1.324
	-0.985
	7.186
	7.202

	　
	(2.85)**
	(2.09)*
	(29.89)**
	(28.75)**

	lsgdp05
	11.045
	11.345
	7.889
	7.908

	　
	(4.84)**
	(5.08)**
	(6.41)**
	(6.39)**

	midwork
	1.413
	1.484
	0.624
	0.627

	　
	(5.68)**
	(6.07)**
	(4.76)**
	(4.74)**

	oldwork
	　
	1.347
	　
	0.062

	　
	　
	(2.70)**
	　
	(0.23)

	Constant
	-318.219
	-385.654
	-231.787
	-234.487

	　
	(2.17)*
	(2.65)**
	(9.04)**
	(8.30)**

	Observations
	141
	141
	141
	141

	R-squared
	0.42
	0.45
	0.89
	0.89

	Absolute value of t statistics in parentheses

	* significant at 5%; ** significant at 1%


表８：DSL＋CATVの実質普及率を職業別従事者比率で回帰したもの

	　
	(1)
	(2)
	(3)
	(4)
	(5)
	(6)
	(7)

	　
	duse
	duse
	duse
	duse
	duse
	duse
	duse

	lrdprice
	9.409
	6.813
	7.488
	2.901
	6.460
	12.573
	7.906

	　
	(0.56)
	(0.35)
	(0.39)
	(0.15)
	(0.32)
	(0.66)
	(0.40)

	shugo
	3.154
	-9.835
	-5.527
	-4.768
	-3.532
	0.151
	-2.764

	　
	(1.00)
	(2.28)*
	(1.52)
	(1.26)
	(0.94)
	(0.04)
	(0.77)

	trend
	-1.658
	-1.671
	-1.667
	-1.690
	-1.672
	-1.642
	-1.665

	　
	(3.80)**
	(3.35)**
	(3.33)**
	(3.32)**
	(3.27)**
	(3.36)**
	(3.25)**

	lsgdp05
	8.174
	12.821
	15.009
	15.110
	16.012
	11.262
	15.416

	　
	(3.60)**
	(5.12)**
	(6.41)**
	(6.35)**
	(6.15)**
	(4.42)**
	(6.27)**

	fwork
	0.418
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	(7.18)**
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	hwork
	　
	0.749
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	(2.75)**
	　
	　
	　
	　
	　

	jwork
	　
	　
	-0.151
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	(2.58)*
	　
	　
	　
	　

	qwork
	　
	　
	　
	0.167
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	(1.50)
	　
	　
	　

	owork
	　
	　
	　
	　
	0.114
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	(0.66)
	　
	　

	nwork
	　
	　
	　
	　
	　
	-0.340
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(3.64)**
	　

	kwork
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	-0.032

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(0.16)

	Constant
	-172.625
	-211.353
	-246.615
	-216.749
	-258.223
	-232.124
	-260.276

	　
	(1.24)
	(1.33)
	(1.55)
	(1.32)
	(1.59)
	(1.49)
	(1.60)

	Observations
	141
	141
	141
	141
	141
	141
	141

	R-squared
	0.48
	0.32
	0.32
	0.29
	0.28
	0.35
	0.28

	Absolute value of t statistics in parentheses

	* significant at 5%; ** significant at 1%


表９：FTTHの実質普及率を職業別従事者比率で回帰したもの

	　
	(1)
	(2)
	(3)
	(4)
	(5)
	(6)
	(7)

	　
	fuse
	fuse
	fuse
	fuse
	fuse
	fuse
	fuse

	lrfprice
	11.873
	12.813
	12.343
	12.695
	12.168
	12.630
	12.566

	　
	(6.59)**
	(6.91)**
	(6.54)**
	(6.87)**
	(6.54)**
	(6.73)**
	(6.75)**

	shugo
	24.091
	21.948
	22.184
	23.503
	23.667
	22.750
	22.775

	　
	(12.34)**
	(9.26)**
	(10.44)**
	(11.28)**
	(11.72)**
	(11.01)**
	(11.40)**

	trend
	7.062
	7.077
	7.069
	7.075
	7.067
	7.074
	7.073

	　
	(28.39)**
	(27.42)**
	(27.43)**
	(27.45)**
	(27.63)**
	(27.36)**
	(27.41)**

	lsgdp05
	7.867
	9.550
	9.781
	9.970
	8.923
	10.065
	10.091

	　
	(5.83)**
	(7.19)**
	(7.82)**
	(8.00)**
	(6.57)**
	(7.35)**
	(7.94)**

	fwork
	0.112
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	(3.30)**
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	hwork
	　
	0.107
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	(0.75)
	　
	　
	　
	　
	　

	jwork
	　
	　
	-0.030
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	(0.97)
	　
	　
	　
	　

	qwork
	　
	　
	　
	-0.053
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	(0.94)
	　
	　
	　

	owork
	　
	　
	　
	　
	-0.152
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	(1.73)
	　
	　

	nwork
	　
	　
	　
	　
	　
	0.015
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(0.30)
	　

	kwork
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	-0.082

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(0.77)

	Constant
	-219.918
	-250.843
	-249.531
	-255.873
	-235.214
	-257.310
	-256.742

	　
	(7.78)**
	(9.03)**
	(8.99)**
	(9.44)**
	(8.03)**
	(9.22)**
	(9.45)**

	Observations
	141
	141
	141
	141
	141
	141
	141

	R-squared
	0.88
	0.87
	0.87
	0.87
	0.88
	0.87
	0.87

	Absolute value of t statistics in parentheses

	* significant at 5%; ** significant at 1%
















































































































































































































































































































































































































































































� 本論文は、東京大学公共政策大学院における「事例研究（ミクロ経済政策・政策分析入門Ⅲ）」の最終報告論文として作成されたものである。本授業を通じて指導して頂いた松村敏弘教授(東京大学)・今川拓郎氏(総務省)に深く感謝申し上げる。なお、本稿における主張及び誤りについては、すべて我々の責任である。


� 東京大学公共政策大学院経済政策コース1年。


� 同上。


� 同上。


� 平成１９年１２月末時点


� 法人契約も含む。


� 平成２０年「情報通信に関する現状報告」第１章第１節(3)参照。


� 一定期間とは、1970-1999、1980-1999, 1990-1999, 1995-1999の4つの期間の事を示している。また、この後に出てくる初期年における指数とは各期間の最初の年の指数のことを示している。教育の指数の一つである初等学校の就学率を説明変数とする場合、初期年である70年の就学率を説明変数として1970-1999の一人当たり実質ＧＤＰの平均成長率に回帰するという手法を用いている。詳しくは今川(2002)を参照。


� より詳しい変数の内容についてはFairlie(2004)を参照。
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